
与野党の地位利用収賄罪・あっせん利得罪 比較表 

 

  現行のあっせん

収賄罪 

（刑法１９７条の

４） 

民主党案 

（特別立法で地位利用収

賄罪創設） 

自民党案 

（特別立法であっせん利

得罪創設） 

備考 

対象 公務員 

（国会議員、地方

議員、国・地方の

公務員など） 

国会議員 国会議員 国会議員以外の公選公務

員について、民主党案は１９

９９年１２月３１日までに、こ

の法律に準じる罰則を設

け、自民党案は法律施行か

ら１年を経過した場合にお

いて（期限が不明）、この法

律に準じる措置を講じること

としている。 

要件１ 請託を受け 「請託を受け」を削除 

「その地位を利用して」を

追加 

請託を受け 現行のあっせん収賄罪が

「抜かずの宝刀」（梶山前官

房長官）になっているのは、

「請託を受け」（依頼を受け

て）の立証が困難なためで

あり、民主党案ではこ れを

削除。同時に「その地位を

利用して」を追加した。自民

案では、「請託を受け」が要

件としてあるので、立証の

困難性は引き続き残る。 

要件２ 

あっせんする

こと・あっせん

したこと ●誰

に 

▲どのような

目的で、どの

ような行為を

するように（し

ないように） 

●他の公務員に 

▲「職務上不正

な行為をさせるよ

うに」「相当の行

為をさせないよう

に」 

●他の公務員に 

▲「特定の者に不当に利

益を得させる目的で」「そ

の職務に関する行為をさ

せ若しくはさせないよう

に」  

• 第三者に賄賂を

供与させた場合を

追加 

●免許、許可、認可その

他の処分又は売買、貸

借、請負その他の契約に

関する国の事務に従事す

る公務員に 

▲「特定の個人又は団体

に不当に利益を得させる

目的をもって」「当該事務

につき、その権限に基づ

く当該公務員の事務に対

する影響力を行使して」 

• 民主党案は、「請託」

と並んで立証を困難

にしていた現行の

「職務上不正な行

為」を、「特定の者に

不当に利益を得させ

る目的で」という規定

を入れた上で「その

職務に関する行為」

とした。自民党案は、

目的規定は同様だ

が、権限に基づく「影

響力を行使して」な

ど、より限定的。 

• 自民党案は免許、許

可、認可等の契約に

関わる国の事務に

従事する公務員に限



定しているが、民主

党案は事務の内容、

国・地方の別を問わ

ない。 

• 民主党案は第三者

供賄を追加、たとえ

ば自らが関係する政

治団体などがあっせ

んによる報酬を得た

場合も処罰できるこ

とにして、抜 け道を

塞いだ。第三者供賄

については、あっせ

ん収賄罪が導入され

た１９５８年の衆参法

務委員会の付帯決

議で「十分検討すべ

きである」とされてい

た。自民党 案には、

第三者供賄の規定

はない。 

要件３ あっせんの報酬

として賄賂を収

受、又はその要

求、約束をしたと

き 

あっせんの報酬として賄

賂を収受、又はその要

求、約束をしたとき 

あっせんの報酬として金

銭又は有価証券等を収

受 

自民党案の「報酬」は限定

的で、無利子融資や便宜供

与などは含まない。さらに報

酬の「要求」、「約束」は処罰

の対象としていない。 

罰則 ５年以下の懲役 ５年以下の懲役。賄賂及

びその相当額を没収・追

徴 

３年以下の懲役又は禁錮 自民党案は現行のあっせん

収賄罪より罰則を軽減。 

贈賄罪 ３年以下の懲役

又は２５０万円以

下の罰金 

３年以下の懲役又は２５０

万円以下の罰金 

１年以下の懲役若しくは

禁錮又は３００万円以下

の罰金 

  

適用除外   政治資金規正法に従った

寄附、事業収入、会費等

の受領は上記の報酬の

収受に該当しないことと

する 

自民党案は、上記の規定に

違反して報酬を受け取って

も、政治資金規正法にした

がって処理されていれば、

適用が除外されるという規

定を入れたため、むしろ「あ

っせん利得保護法」（土井社

民党首）、あるいは「資金浄

化法」ともいえるものに変容

した。  

 

 


